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平成 18 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要          平成 17 年 10 月 27 日 
上 場 会 社 名         三井情報開発株式会社          上場取引所     東 
コ ー ド 番 号         4846                  本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.mki.co.jp/investorrelations/ ） 
代  表  者  役職名 代表取締役社長     氏名 増田 潤逸 
問合せ先責任者  役職名 取締役 業務統括部長   氏名 近藤 隆通   ＴＥＬ (03) 3227－5553 
決算取締役会開催日 平成 17 年 10 月 27 日         中間配当制度の有無           有 
中間配当支払開始日 平成 ―年 ―月 ―日         単元株制度採用の有無           有（１単元 100 株） 
 
１．17 年 9 月中間期の業績(平成 17 年 4 月 1日～平成 17 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                 (注)記載金額は百万円未満を切捨て表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17 年 9 月中間期 9,272 0.6   41 104.9 110 19.3
16 年 9 月中間期 9,219 15.0   20 ―   92 ―

17 年 3 月期 21,736 1,242 1,351 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 

 百万円 ％ 円  銭

17 年 9 月中間期 47 ―  3   78
16 年 9 月中間期 △73 ― △ 5   78

17 年 3 月期 537 40   62
(注)①期中平均株式数 17 年 9 月中間期 12,657,966 株 16 年 9 月中間期 12,658,000 株 17 年 3 月期 12,658,000 株 
    ②会計処理の方法の変更  無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円  銭 円  銭

17 年 9 月中間期 0   00 ―――― 

16 年 9 月中間期 0   00 ―――― 

 

17 年 3 月期 ―――― 10   00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

17 年 9 月中間期 13,741 8,447 61.5 667   39
16 年 9 月中間期 12,668 7,934 62.6 626   80

17 年 3 月期 14,304 8,545 59.7 673   30
(注)①期末発行済株式数 17 年 9 月中間期 12,658,000 株 16 年 9 月中間期 12,658,000 株 17 年 3 月期 12,658,000 株 
    ②期末自己株式数  17 年 9 月中間期         70 株 16 年 9 月中間期        ― 株 17 年 3 月期        ― 株 

 
２．18 年 3 月期の業績予想(平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭

通   期 22,200 1,380 820 12   00 12   00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  64 円 78 銭 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要

因によって予想数値と異なる場合があります。 
 



６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   878,068 696,024 2,052,590 

２．受取手形   33,965 7,911 10,355 

３．売掛金   2,166,800 2,624,072 3,867,332 

４．たな卸資産   2,095,207 1,768,319 1,014,405 

５．繰延税金資産   190,366 190,539 229,120 

６．短期貸付金   615,330 1,372,519 241,492 

７．その他   363,108 275,808 329,195 

流動資産合計     6,342,846 50.1 6,935,194 50.5   7,744,492 54.1 

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１     

(1）建物   2,017,854 1,951,906 1,913,247 

(2）土地   1,553,230 1,553,230 1,553,230 

(3）その他   273,525 372,230 282,268 

計   3,844,610 3,877,366 3,748,746 

２．無形固定資産         

(1）ソフトウェア   － 743,346 929,610 

(2）その他   711,103 127,633 22,484 

計   711,103 870,979 952,095 

３．投資その他の資産       

(1）繰延税金資産   1,184,811 1,299,310 1,281,764 

(2）その他   653,425 831,761 661,285 

貸倒引当金   △67,818 △73,333 △83,818 

計   1,770,418 2,057,738 1,859,232 

固定資産合計     6,326,131 49.9 6,806,085 49.5   6,560,073 45.9 

資産合計     12,668,978 100.0 13,741,280 100.0   14,304,565 100.0 
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前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   1,024,006 1,115,064 1,285,077 

２．未払費用   518,065 453,297 520,105 

３．未払法人税等   83,341 18,315 528,514 

４．未払消費税等   79,119 69,280 249,946 

５．前受金   514,106 499,306 328,243 

６．その他   161,674 492,716 291,276 

流動負債合計     2,380,314 18.8 2,647,980 19.3   3,203,164 22.4 

Ⅱ 固定負債       

１．退職給付引当金   2,289,827 2,615,383 2,509,764 

２．役員退職慰労引当
金 

  37,592 30,114 46,044 

３．その他   27,225 － － 

固定負債合計     2,354,645 18.6 2,645,497 19.2   2,555,809 17.9 

負債合計     4,734,959 37.4 5,293,478 38.5   5,758,973 40.3 

（資本の部）       

Ⅰ 資本金     1,531,202 12.1 1,531,202 11.1   1,531,202 10.7 

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,413,672 1,413,672 1,413,672 

資本剰余金合計     1,413,672 11.2 1,413,672 10.3   1,413,672 9.9 

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   108,062 108,062 108,062 

２．任意積立金   2,502,183 2,500,000 2,502,183 

３．中間（当期）未処
分利益 

  2,373,902 2,884,795 2,984,301 

利益剰余金合計     4,984,148 39.3 5,492,858 40.0   5,594,547 39.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    4,995 0.0 10,136 0.1   6,171 0.0 

Ⅴ 自己株式     － － △67 △0.0   － － 

資本合計     7,934,018 62.6 8,447,801 61.5   8,545,592 59.7 

負債資本合計     12,668,978 100.0 13,741,280 100.0   14,304,565 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

   

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,219,352 100.0 9,272,726 100.0   21,736,001 100.0 

Ⅱ 売上原価   8,190,389 88.8 8,069,820 87.0   18,414,331 84.7 

売上総利益   1,028,963 11.2 1,202,905 13.0   3,321,669 15.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   1,008,808 11.0 1,161,603 12.5   2,079,115 9.6 

営業利益   20,154 0.2 41,302 0.5   1,242,553 5.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１   72,997 0.8 70,335 0.7   109,373 0.5 

Ⅴ 営業外費用   460 0.0 1,101 0.0   924 0.0 

経常利益   92,691 1.0 110,535 1.2   1,351,002 6.2 

Ⅵ 特別利益 ※２   45,296 0.5 3,566 0.0   52,006 0.3 

Ⅶ 特別損失 ※３   271,699 3.0 44,436 0.5   556,208 2.6 

税引前中間(当期)純利益
又は税引前中間純損失
(△) 

  △133,712 △1.5 69,665 0.7   846,800 3.9 

法人税、住民税及び事業
税 

※４ 77,174 3,460 583,802 

法人税等調整額 ※４ △137,661 △60,487 △0.7 18,313 21,774 0.2 △274,175 309,626 1.4 

中間(当期)純利益又は中
間純損失(△) 

  △73,224 △0.8 47,890 0.5   537,173 2.5 

前期繰越利益   2,447,127 2,836,904   2,447,127 

中間(当期)未処分利益   2,373,902 2,884,795   2,984,301 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

  仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

先入先出法による原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

但し、平成12年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物     14～36年 

その他     5～15年 

(1）有形固定資産 

定率法 

但し、平成12年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物     14～36年 

その他     4～18年 

(1）有形固定資産 

定率法 

但し、平成12年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法を採

用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物     14～36年 

その他     5～15年 

  (2）無形固定資産 

定額法 

なお、市場販売目的のソフト

ウェアについては、販売可能

な見込有効期間（３年以内）

に基づく定額法、自社利用の

ソフトウェアについては社内

における見込利用可能期間

（５年以内）に基づく定額法

によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

金銭債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

（1,010,598千円）について

は、５年による均等額を費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（7年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（7年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異

（1,010,598千円）について

は、５年による均等額を費用

処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（7年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

  (3）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上して

おります。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

(3）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。 

消費税等の会計処理方法 

同左 

消費税等の会計処理方法 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （中間貸借対照表） 

 「ソフトウェア」は、前中間期まで、「無形固定資

産」に含めて表示しておりましたが、当中間期末におい

て資産の総額の100分の5を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前中間期末の「ソフトウェア」の金額は537,812

千円であります。 

- 37 -



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

1,388,182千円          1,649,711千円          1,547,415千円 

 ２．保証債務  ２．保証債務  ２．保証債務 

下記のとおり、従業員の住宅

取得に伴う銀行借入に対し、

保証を行っております。 

下記のとおり、従業員の住宅

取得に伴う銀行借入に対し、

保証を行っております。 

下記のとおり、従業員の住宅

取得に伴う銀行借入に対し、

保証を行っております。 

保証先 従業員( 71名)

保証金額  231,121千円

保証先 従業員( 64名)

保証金額    205,772千円

保証先 従業員(70名)

保証金額    222,729千円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息    864千円

関係会社 

受取配当金 

  50,000千円

受取利息     662千円

関係会社 

受取配当金 

  50,000千円

受取利息    2,024千円

関係会社 

受取配当金 

  50,000千円

 ※２．特別利益のうち主要なもの  ※２．特別利益のうち主要なもの ※２．特別利益のうち主要なもの 

    過年度償却資産税還付金       貸倒引当金戻入益  過年度償却資産税還付金  

       45,296千円              2,661千円         48,785千円 

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの 

    退職給付会計基準変更時差 

    異償却費用   

     101,043千円 

    固定資産除却損 

            22,445千円 

退職給付会計基準変更時差

異償却費用   

       202,118千円 

    関係会社株式評価損     関係会社株式評価損      関係会社株式評価損 

     169,823千円               15,482千円        185,823千円 

※４．中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期

において予定している利益処

分によるプログラム準備金の

取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計上し

ております。 

※４．  ────── ※４．  ────── 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 178,950千円

無形固定資産 124,395千円

有形固定資産 172,951千円

無形固定資産 197,098千円

有形固定資産 373,485千円

無形固定資産 301,965千円
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（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

有形固
定資産 
その他 

598,757 385,426 213,330 

無形固
定資産 

18,751 12,453 6,298 

合計 617,508 397,879 219,629 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

有形固
定資産 
その他 

432,855 333,959 98,896 

ソフト
ウェア 

17,804 16,236 1,567 

合計 450,660 350,196 100,464 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

期末残
高相当
額 
（千円）

有形固
定資産 
その他 

541,507 385,750 155,756 

無形固
定資産 

18,042 14,123 3,919 

合計 559,549 399,874 159,675 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 127,028千円

１年超  106,706千円

合計  233,735千円

１年内     74,526千円

１年超     33,822千円

合計    108,348千円

１年内   104,027千円

１年超    67,222千円

合計   171,249千円

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 93,062千円

減価償却費相当

額 

 84,375千円

支払利息相当額  6,309千円

支払リース料  65,913千円

減価償却費相当

額 

 59,158千円

支払利息相当額   3,067千円

支払リース料  161,715千円

減価償却費相当

額 

146,033千円

支払利息相当額   10,852千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益（純損失△）金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 626円80銭

１株当たり中間純損失

金額 
 5円78銭

１株当たり純資産額   667円39銭

１株当たり中間純利益

金額 
  3円78銭

１株当たり純資産額   673円30銭

１株当たり当期純利益

金額 
  40円62銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、中間純損

失が計上されており、また、潜在株

式が存在していないため記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在していないため記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在していないため記載しており

ません。 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益（純損失

△）金額 

      

中間（当期）純利益（純損失△）金額 

（千円） 
△73,224 47,890 537,173 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 23,000 

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (－) (－) (23,000)

普通株式に係る中間（当期）純利益(純損

失△)金額（千円） 
△73,224 47,890 514,173 

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,658 12,657 12,658 
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